
＜各社に求められる社内規程の

新ガイドラインを踏まえた

個人情報保護
関連規程

～必要な社内規程は何か、見直しのポイント、失敗事例から学ぶ～

◆開催要領◆ 

＜日 時＞  ２０１

＜会  場＞ 「企業研究会セミナールーム

講 師     宮内・水町 IT

 

◆ご参加頂きたい方◆ 

     法務・監査・情報システム

 
●受講料 ●１名（税込み、資料代 含む） 

■参加要領 

申込書はＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail にてお送り下さい。

当会ホームページからもお申込いただけます。後日、

（開催日 1 週間～10 日前までに）受講票・請求書

をお送りします。 

＊よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会ホームページにてご確認いた

だけます。（［公開セミナー］→［よくあるご質問］）

＊お申込後のキャンセルはお受けしかねますので、ご都合が悪く
なった場合、代理の方のご出席をお願いいたします。

＊最少催行人数に満たない場合には、中止とさせて頂く事もあり

ますので、ご了承下さい。 

■お申込・お問合せ先 

一般社団法人企業研究会 セミナー事務局 

担当）鈴木 E-mail:a-suzuki@bri.or.jp 

TEL:03-5215-3513 FAX:03-5215-0951 

東京都千代田区麹町5-7-2 麹町Ｍ-ＳＱＵＡＲＥ 

正会員 ３２，４００円（本体価格 ３０，

一 般 ３５，６４０円（本体価格 ３３，

 

※申込書にご記入頂いた個人情報は、本研究会に関する確認・連絡および当会主催事業のご案内をお送りする際に利用させて頂きます。

※申込書をご送信いただく際は、

【講師略歴】東京大学教養学部相関社会科学卒業

運用，事業企画，リサーチ等業務に従事 。

合格後、第二東京弁護士会に弁護士登録 。

立案（特にマイナンバー法立法作業，プライバシー影響評価（

保護委員会上席政策調査員 番号制度における個人情報保護業務に従事

町IT法律事務所設立，現在に至る。マイナンバー・個人情報に関する著書・論文・講演・

＜各社に求められる社内規程の見直しのポイントはなんでしょうか

新ガイドラインを踏まえた  

個人情報保護に関する社内整備
関連規程の見直し 

～必要な社内規程は何か、見直しのポイント、失敗事例から学ぶ～

 
１７年 ８月 ８日（火） １３：００～１

 

企業研究会セミナールーム」（東京・麹町） 東京メトロ麹町駅より徒歩

 

IT 法律事務所  弁 護 士   水

情報システム・総務部門の方、社内情報管理のご担当者ほか

 

にてお送り下さい。

後日、 

日前までに）受講票・請求書

よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会ホームページにてご確認いた 

［公開セミナー］→［よくあるご質問］） 

はお受けしかねますので、ご都合が悪く 
なった場合、代理の方のご出席をお願いいたします。 

＊最少催行人数に満たない場合には、中止とさせて頂く事もあり

 2Ｆ 

，０００円） 

，０００円） 

 一般社団法人 企業研究会

 

申込書 ＦＡＸ：０３－５２１５－０９５１

 

171479-0302 2017.08.08 個人情報保護に

会社名
ふ り が な

 
 

 

住所 
〒 

 

TEL  

ふりがな 
ご氏 名 

 
 

 

E－Mail 

ふりがな 
ご氏 名 

 
 
 

E－Mail 

※申込書にご記入頂いた個人情報は、本研究会に関する確認・連絡および当会主催事業のご案内をお送りする際に利用させて頂きます。

※申込書をご送信いただく際は、FAX番号をお間違えないようご注意願います。 

東京大学教養学部相関社会科学卒業 。富士総合研究所（現、みずほ情報総研）入社

。東京大学大学院法学政治学研究科法曹養成専攻（法科大学院）修了

。西村あさひ法律事務所入所。 内閣官房社会保障改革担当室参事官補佐

立案（特にマイナンバー法立法作業，プライバシー影響評価（PIA，特定個人情報保護評価）立案）に従事

番号制度における個人情報保護業務に従事。 日本弁護士連合会事務総長付特別嘱託

マイナンバー・個人情報に関する著書・論文・講演・TV

 

見直しのポイントはなんでしょうか＞ 

社内整備と 
 

～必要な社内規程は何か、見直しのポイント、失敗事例から学ぶ～ 

：００～１７：００  

駅より徒歩 5 分  

水 町 雅 子 氏 

担当者ほか 

企業研究会 セミナー事務局宛 

ＦＡＸ：０３－５２１５－０９５１ 

個人情報保護に関する社内整備と関連規程の見直し 

FAX  

所 属 
役 職  

所 属 
役 職 

 

※申込書にご記入頂いた個人情報は、本研究会に関する確認・連絡および当会主催事業のご案内をお送りする際に利用させて頂きます。 

富士総合研究所（現、みずほ情報総研）入社 システム設計・開発・

東京大学大学院法学政治学研究科法曹養成専攻（法科大学院）修了。 司法試験

内閣官房社会保障改革担当室参事官補佐 番号制度

，特定個人情報保護評価）立案）に従事 。特定個人情報

日本弁護士連合会事務総長付特別嘱託 。宮内・水

TV出演・新聞取材等多数。 



● プログラム ● 
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【開催にあたって】 
 
５月３０日に施行された改正個人情報保護法では、これまで法の適用対象外

だった事業者も改正個人情報保護法に従うことが義務付けられます。またこ

れまで法の適用対象だった企業にとっても、個人データの提供・取得記録の

作成、外国提供の制限、個人情報の定義の明確化、要配慮個人情報や匿名加

工情報の新設等への対応が必要なほか、個人情報保護に関するガイドライン

も新たに作成されたため、新ガイドラインへの対応も必要です。本講座では、

各社に求められる時代にふさわしい個人情報保護に関する社内整備と関連

規程見直しの整備ポイントについて解説していきます。 

 

１．改正法の概要 

どのような改正が行われたのか、企業においてどのような対応が必要か 

２．個人情報／個人データ／要配慮個人情報 

個人情報の定義、プライバシーとの違い、改正によって何が変わるのか、 

要配慮個人情報とは何か 

３．安全管理措置 

  安全管理措置について改正法による影響はあるのか 

４．提供規制 

個人データの提供・取得記録としてどのようなものを作成する必要があるのか、 

外国提供の制限への対応 

５．改正法による規制緩和 

利用目的の変更基準の緩和、匿名加工情報の新設 

６．社内規程の見直し・整備のポイント 

必要な社内規程は何か、見直しのポイント 

７．時代にふさわしい個人情報保護 

求められる個人情報保護とは何か、失敗事例から学ぶ 

 

 

講  師  宮内・水町 IT 法律事務所  弁護士  水 町 雅 子 氏 

 


